
法務省予算監視・効率化チーム

臨時会合

（法務省行政事業レビューに係る部分について）

第１ 日 時 平成２４年７月３０日（月） 自 午前１０時００分

至 午前１１時３０分

第２ 場 所 法務省第一会議室

第３ 議 題 法務省行政事業レビューについて

第４ 議 事 （次のとおり）
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議 事

小野瀬会計課長 これより法務省予算監視・効率化チームの臨時会合を開催したいと存じます。

初めに谷法務副大臣から御挨拶を頂きます。

谷法務副大臣 おはようございます。

アドバイザーの皆様方には御多忙のところ，法務省予算監視・効率化チームの臨時会合に

御出席を頂き，心から厚く御礼申し上げます。

本日の議題は，法務省行政事業レビューについてでございますが，行政事業レビューの本

格実施の初年度とされている本年度においては，先月15日に行われました公開プロセスの対

象以外の事業についても，レビューの取組を一層強化し，これまで以上に効率的な予算の執

行等に取り組んでいくことが求められております。

本日は，法務省の78の事業について，アドバイザーの皆様方の幅広い御経験に基づく率直

な御意見，御提言を頂き，チームの所見を決定し，これを平成25年度の予算要求に確実に反

映させるよう努力してまいる所存でございます。どうか，何とぞよろしくお願い申し上げま

す。

小野瀬会計課長 それでは，早速議事に入らせていただきます。

まず，議題１の法務省行政事業レビューについてでございます。

初めに先月15日に実施しました公開プロセスの対象の三つの事業につきまして，公開プロ

セスの結果を踏まえた現在の検討状況を御報告していただきたいと思います。お手元に公開

プロセス結果を受けた現段階での事業見直しの検討状況という資料があろうかと存じます。

この資料に基づきながら，担当の民事局，それから保護局，施設課の順に，それぞれ御報告

をお願いしたいと思います。ではよろしくお願いします。

民事局 民事局でございます。事業番号0022，オンライン登記申請システムの維持管理という

ことでございまして，これに関しましては論点が２点ございました。１点は，オンライン申

請の利用が低調な手続については，費用対効果の観点からオンライン利用の在り方について

検討が必要ではないかという点，２点目は，各登記所の窓口に備え付けております商号調査

端末でございますけれども，この商号調査端末によって実現している情報公開については，

他の代替策を講じることなどにより，国民の利便性を高めるとともに，予算の縮減を図るこ

とができないかという点でございました。

公開プロセスで御議論いただいた結果の評価結果はここに記載されているとおりでござい

まして 「抜本的改善 ，取りまとめコメントとしましては，オンライン利用率の引上げのた， 」

めの方策を具体的に講じて，目標と実績，コスト削減効果を検証すべきである，それからオ

ンライン利用申請手続の範囲，商号調査端末については，現在の利用状況を踏まえて見直し

を行うべきである，ということでございました。

このコメントを頂きまして，その後の検討状況でございますけれども，まず商号調査端末

につきましては，商業登記のオンライン申請が伸びている状況に鑑みまして，インターネッ

トによる提供の方法を採るということを考慮しまして，利用頻度の低い登記所に設置してい

る商号調査端末を廃止するという見直しを行うことにより，この端末に掛かる借料を削減す

ることが見込めるところでございまして，この削減効果を25年度予算要求に反映させるとい

うことを検討しております。当面，446台配置しております商号調査端末の316台を廃止する
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ということを予定しております。なお，存置する商号調査端末についても，その利用状況，

利用実績を踏まえて配置の見直しを更に検討していく予定でございます。

それからオンライン利用率が低い債権譲渡登記，動産譲渡登記，成年後見登記に係る登記

申請手続につきましては，この利用率が低い要因，これは申請の際に電子署名が要求される

ということ，それから成年後見登記に関しましては，嘱託元である裁判所でオンライン嘱託

の環境が整っていないということでございますけれども，そういった分析等を踏まえまして，

コストの削減効果を検証しながら，オンライン利用率の引上げのための具体的な方策を検討

していきたいというように考えているところでございます。

小野瀬会計課長 ありがとうございました。では保護局お願いします。

保護局 保護局でございます。犯罪予防活動の促進についてでございますけれども，この実費

弁償金の在り方につきましては，本プロセスにおいて減額は求められていない一方，保護司

活動との関係において，より適切な支出の在り方を検討するようにという指摘がありました。

これを踏まえまして，保護司会が効果的かつ組織的に犯罪予防活動を行うように促す観点か

ら，この予算を保護司会に直接支出することもできるよう検討しまして，平成25年度予算に

反映させるということとしております。

これに加えまして，効果的な活動及び実費弁償金の在り方等について，地域における実際

の活動主体である保護司や，外部有識者等の意見を十分に聞きながら，引き続き検討を加え

ましてその検討状況を踏まえて必要に応じ，平成26年度以降の予算要求に反映をさせる予定

でございます。

小野瀬会計課長 ありがとうございました。では施設課お願いします。

施設課 施設課でございます。矯正収容施設の整備充実という論点でございまして，矯正収容

施設，老朽化したものを建て替えるということ，そのこと自体については御理解いただけた

と思っておりますが，その方法論につきまして，更に抜本的な検討も含めて，様々な検討を

すべきであるというような御指摘を頂いたところでございます。我々の説明が不十分であっ

た点もあろうかと思いますけれども，現状では「転がし計画」と申しますか，現在地建て替

えを中心にやっておるところでございますけれども，過去におきまして新地建て替え，ある

いは集約的な収容施設の建築ということもしたこともございますので，そういうような点を

含めまして，更に一層のコスト意識を持った形で行っていくということが必要であるという

ことでございます。予算要求への反映に関しましては，現在予算要求を考えておるものが全

て原則として継続中の工事でございますので，継続中の工事に関しましてはそれを進めつつ

コストを削減するということで，部品等の建築コストを削減する，あるいは工事の計画手法

を見直しコスト削減を図っていくという形で予算要求に反映させていくことを検討している

ところでございます。

更に加えまして，今後の新規の収容施設の建築に当たりましては，様々な観点からＰＦＩ

手法の検討でありますとか，全体の改築事業を最適化するためにどのような形のものを採っ

たらよいかということを様々なコスト比較をしながら，総合的に比較検討していきたいと考

えているところでございます。

小野瀬会計課長 ありがとうございました。

それでは，ただいまの報告につきまして，御意見，御質問等がありましたらお願いします。

特段この段階でよろしゅうございますでしょうか。
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そうしましたら，その後の議事の方に進めさせていただきたいと思います。

それでは続きまして，公開プロセスの対象となりましたもの以外の事業についての御審議

をお願いしたいと思います。

まず初めに，昨年度と本年度との事業数の変更等につきまして，簡単に御説明させていた

だきます。お手元の行政事業レビュー事業単位の変更点という資料に基づきまして御説明さ

せていただきます。

昨年度は全部で71事業がございましたけれども，本年度は事業の廃止，あるいはレビュー

対象外経費に変更されたということがございまして，３事業が減少ということでございます。

一方で事業の分割，あるいは23年度補正予算におきまして，東日本大震災復興関連事業予

算が措置されたことに伴いまして，新たに10事業が全部で加わっております。そこで差引き

本年度の事業は，全部で78事業となったということでございます。

本日御審議いただきますこの78事業につきましては，非常に事業数が多いものですので，

あらかじめ各アドバイザーの皆様方にはレビューシートをお送りさせていただいております。

そこでこの各シートの個別の説明は時間の関係で割愛させていただきたいと思います。これ

からの審議の進め方でございますけれども，事業番号の順，それから担当の部局別に御審議

を進めていきたいと思いますので，よろしくお願いしたいと思います。

それでは，まず初めでございますが，事業番号の0001から0014まで，レビューシートのペ

ージで申し上げますと，１ページから80ページの大臣官房分につきまして，この範囲で御質

問，御意見等をよろしくお願いします。

瀬戸アドバイザー 0002の防災通信機器関係の配備ですが，衛星携帯電話を導入するというこ

とで検討されているようなんですが，衛星電話は非常に運用コストが高い。ほかの代替案も

考慮した結果，この導入計画，事業が最適なものと判断されたのかお聞きしたいと思います。

地震のときも携帯電話，普通地上波の携帯電話は非常に使いにくかったんですが，インター

ネットとか非常に生き残るラインもあったので，普段通常使っている役所の業務の中で使っ

ているようなもので，緊急時にも使えるようなシステムというものを最優先に考えた方がコ

スト的にもいいのではないかなと思った次第です。

小野瀬会計課長 事業番号0002の衛星携帯電話の関係でございますが，この点は秘書課お願い

します。

秘書課 秘書課でございます。この関係では実際に東日本大震災で基地局自体が倒壊というこ

ともありまして，取り分け石巻の検察庁の支部だとか，法務局には電話が通じなかったとい

うような事情がございます。これまでにも衛星携帯電話，一部ではありますけれども，配備

してきたわけでありますが，石巻の地域では石巻拘置支所には配置されておりましたので，

そこと本所とでは連絡が取れたということがございます。そうしますと，基地局も倒壊等の

被害に遭うということを考えますと，携帯電話だとか，あるいはソーシャルネットワークサ

ービスだとか，そういったものも考えたわけでありますけれども，基地局自体が倒壊等の被

害に遭えば通話が不可能になってしまう。そうしますと，通常の携帯電話だとか，ＳＮＳで

すと，確実な通信手段とは言えない。他方で，法務省は多くの収容施設を持っておりますし，

検察庁だとか入管といった治安関係の組織も多数ございますので，確実な通信手段として衛

星携帯電話を導入するということを決めたところであります。

瀬戸アドバイザー コスト的な評価というのはされたのでしょうか。
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秘書課 このシートを見ますと，予算額は23年度４億7,600万とありまして，これ自体がどう

だったかという御批判はあるかもしれませんけれども，執行額は8,400万ですので，入札の

開差がかなり出て，これぐらいで配置，配備ができているということになります。

ランニングコストの点につきましても，私どもとしては一番安い，例えば基本使用料につ

きましても，一番安いものを選んでいるというのがあります。ただ，いろいろ見方はあると

思うんですけれども，日常的にこれを使うかというとそうではないんですね。日常的に使う

とすると１分当たり170円とか，結構高いわけですので，いざというときに全国どこでも津

波なり地震なりあったときに，法務省の各施設と連絡が取れるようにしておくという，ある

意味では減災ということでありますが，保険的な意味もあって配備をするということであり

ます。御案内のとおり，今，日本列島どこで大きな地震とか津波があるか分かりませんし，

取り分け我が省は多数の収容施設を持っている，あるいは検察庁等の治安を維持しなければ

いけない機関があるということがありますので，配備しているということであります。

小野瀬会計課長 他に御質問等ありますでしょうか。

中村アドバイザー 今と同じ所で質問といいますか，一部意見なんですけれども，私どものグ

ループでも衛星電話を配備している所がございまして，今回の震災のときも使用したという

ことはあるんですけれども，地域によってＦＭ無線と衛星電話の場所を分けてやっていると

いうところもあるので，御参考にしていただければというところと，実は今回，衛星電話を

使用したんですけれども，途中で電気が切れてしまいまして，そういうこともありますので，

併せて電力の確保ということもやっておかないと，途中で使用できないという状況に一時的

にはなってしまうのかなというところですので，その辺も御参考にしていただければと。

もう一点，通常は使われないということだったんですが，ちょっと訓練をしておきません

といざというときに使えないということもございますので，経費の問題はあろうかと思いま

すが，その辺も必要ではないかなというように思います。

秘書課 ありがとうございます。実際にこれを配備しても使えないと意味がないわけですので，

年に４回ないし６回程度，本省とあるいはそれぞれの地方とで分けて訓練をするようにして

おりまして，いざというときに使えるようにはしているつもりであります。

小野瀬会計課長 他に御質問等ありますでしょうか。

伊藤アドバイザー 事業番号の0005と0006なんですが，いずれも合計で310億ぐらいのお金が

支出されていまして，その全額が日本司法支援センターという所に入っているようなんです

が，このセンター自身は監査法人の監査を受けているようですけれども，この支援センター

にある余剰金といいますか，そういうのは幾らぐらいあるんでしょうか。あるいはないんで

しょうか。

司法法制部 法制部からお答えします。まず，0005の運営費交付金の関係でございますが，支

援センターは法テラスと呼ばれておりますので，これから法テラスと言って御説明申し上げ

ますが，４年にわたります中期目標期間というものが設けられておりまして，この運営費交

付金につきましては，その期間内につきましては，財務諸表上，余剰金という形で計上はさ

れないことになっております。ちなみに現在，第２期目の中期目標期間中でございますが，

第１期目の中期目標期間が終わった平成21年度末の時点におきましては，13億弱の余剰金が

出ておりまして，基本的に全て国庫に返納しております。

この余剰金と申しますのは，運営費交付金に法テラスの収入であります民事法律扶助の償
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還金を付け足した額から支出の額を除外した額という形になっております。ちなみにその計

算でいきますと，23年度末の時点では33億円余りの額が残っているという状況でございます。

次に0006の方でございますが，これは各年度ごとに余った額は，国庫に返納する形になっ

ておりますので，余剰金というものは出ておりません。

伊藤アドバイザー そうしますと，このフロー図を拝見しますと，例えば0005ですと，25ペー

ジで法務省から運営交付金として165億円出ていまして，流れだと全部各場所に使われてい

るような気になりまして，余剰金とか，私が一番疑問に思ったのは，交付金が全て費用にな

って，全部使われてしまうのかなと。普通，そういうのは残るけれども，それはどうなって

いるんだということなんですけれども，例えば165億だとすると，このうちの何十億かは余

剰金となったとしたら，国庫に返納される金額がある。そういうことですか。

司法法制部 運営費交付金に収入を加えた額，そのどちらから支出をするのかという決まりが

ございませんので，我々はその額が決まっております運営費交付金の方から先に支出をして

いっていると。全体的な支出はその運営費交付金の額を上回っておりますので，全て計算上

は100％支出されていると。ただ，実際は先ほど申し上げましたように，昨年度末は33億ぐ

らい余っておりますので，中期目標期間の節目の時点では，余った額を余剰金として計上し

た上で国庫に返納するという状況でございます。

小野瀬会計課長 そのほかいかがでございましょうか。

瀬戸アドバイザー 0003の国際会議運用費用の分担なんですが，非常に必要な事業だと思いま

すけれども，参考に日本の分担比率をお聞かせ願いたいんですが。こういうもの，国際的な

もの，日本が分担比率は非常に高い割には余り益がないようなことが多いので，参考にお聞

きしたいんですけれども。

小野瀬会計課長 それぞれ会議を担当しておられる民事局，あるいは刑事局の方にお伺いして

よろしいんでしょうか。

民事局 民事局が所管しております支出先上位10者リストの１番と２番，ハーグ国際私法会議

と，私法統一国際協会がございますけれども，ハーグ国際私法会議に関しましては，分担比

率は5.7％，私法統一国際協会に関しましては5.4％ということになっております。

刑事局 刑事局でございます。この支出先のリスト，３番目の経済協力開発機構事務局，これ

，は金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）の分担金でございまして，日本の分担金の割合は11.62％

それからリスト４番目のアジア・太平洋マネー・ローンダリング対策グループ事務局への分

担金は14.5％となっております。

瀬戸アドバイザー 適正なのかどうか分かりませんけれども，それほど多くないなという感想

です。

小野瀬会計課長 それではほかいかがでございましょうか。

伊藤アドバイザー 事業番号0010番ですが，このレビューシートを拝見しますと，成果目標と

活動指標の所で，成果実績及び達成度が年度ごとに低下しているという，言ってみればこの

数値が100が目標であるとするのなら，目標を達成できていないのですが，24年度の予算は

減額されている。このように目標達成されていないのに予算を減額して，本来の目標を達成

できるのでしょうか。予算が少なくとも役に立つのでしょうか。

小野瀬会計課長 資料53ページの訟務の関係でございますね。

訟務部門 訟務部門でございます。訟務というのは御案内のとおり，国を当事者とします民事
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訴訟とか行政訴訟の適正な処理を担当しております。それで平成15年に裁判の迅速化に関す

る法律というのが施行されまして，それであらゆる裁判の第一審手続をなるべく２年以内の

期間に終結させるという，そういう努力義務が裁判所と当事者に課されております。国も一

当事者でございますので，その義務に応える必要があるということで，成果目標，一審判決

のうち，審理期間が２年以内であったものの率というのを成果目標としております。年度で

言い渡された一審判決の本数のうち，審理期間が２年以内であったものの数，これを比率に

して成果目標にしております。

それで御指摘のとおり，確かに目標値を平成19年度の成果である82.3％としておりますが，

23年度は80.2％と，若干，目標に達していないということは御指摘のとおりでございまして，

その原因がどこにあるのかということでございますけれども，私どもとしては最近，事件が

一層難しくなっていると。難しくなればその分，審理期間がどうしても延びてしまうと見て

おります。この達成率を上げるためには，私たちだけの努力だけでは足りず，裁判所とか，

あるいは相手方の努力も必要になってくると思っておるんですけれども，私たちの問題とし

てはまずは人の確保，これが重要だろうとは思っております。その上で訴訟の準備をより迅

速に行うための執務資料ですとか，あるいは研修内容の充実を図ることによって，この達成

率をできるだけ上げていこうとは思っております。

経費の方は昨今の厳しい事情を踏まえて，削減できる所はすると。例えばテレビ会議シス

テムというのを導入させていただいて，打合せのための旅費をできるだけ縮減するというこ

とで，経費についてはそういう形で今のところ年々縮減傾向にあるということでございまし

て，そういう中でも基本的に我々の仕事はマンパワーでございますので，そういうところを

充実させることによって，達成度を上げていきたいと思っております。

伊藤アドバイザー そうしますと，経費とこの達成度というのは，関連する，もちろん事件で

すから，まず相手がありますでしょうし，御省もありますでしょうし，裁判所もあります。

裁判所はある種の指導はできないかもしれない，協調はできるのかもしれませんが，この予

算金額を決めるときに，達成度というのは余り目標にはならないということですね。

訟務部門 いろいろな要素がかみ合って，これが達成できるということでございまして。

伊藤アドバイザー 今お聞きした限りで言うと，訴訟の事件を分類をして，どちらに原因があ

るとかある種の分類をして，合理的に努力すれば早期化できるものは，例えば３分類したう

ちの，ここは２年以内に全部終わっていますよと。例えば，世の中には様々な人がいますか

ら，クレーマーみたいな話は，これはちょっと無理ですよと，そういう分類をすると，何と

なく達成度の中身が分かるような気がするんですけれども，これは難しいんでしょうか。

訟務部門 そうですね，なかなかそういうのを明確に分類するというのは，なかなか難しいか

と思います。

瀬戸アドバイザー 0005と0006についての質問ですが，0006は国選弁護士業務関係だと思うん

ですけれども，費用品目に一般管理費とか，職員住宅の借料が計上されていて，本来ならば

0005の日本司法支援センターの運営の方にこれらの経費は付けるのではないかと思うのです

が，この辺の理由はなぜこうなっているのかをお聞かせ願えますか。0006の方は国選弁護の

関係ですから国選弁護の委託業務にのみ使うべきだと思うんですが。

司法法制部 職員関係は両方の事業にまたがるということで，先生御指摘のようにその割振り

方が問題になるんですけれども，基本的には国選弁護業務という形で，業務量との関係で割
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振りをした上で，その一定額を国選弁護業務の方に計上しているというのが実情でございま

す。

瀬戸アドバイザー なぜ0005の方に職員の例えば住宅の借上げ等の費用が計上されていないの

かなという。采配がちょっと不思議な感じがするんですけれども。

司法法制部 すみません。繰り返しになりますが，職員関係も一般的な民事法律扶助業務等も

担当しております関係で，考え方によっては民事法律扶助業務そのものに計上してしまうと

いう考え方もあろうかと思いますが，そういう意味では国選弁護業務という形で一つの事業

として特出ししておりますので，国選弁護業務に従事しているその業務量の割合という形で，

国選弁護業務の方にもそれら経費の一部分を計上しているという状況でございます。

小野瀬会計課長 両方にそれぞれ計上しているということですよね。

司法法制部 そうです。両方に計上しております。

瀬戸アドバイザー 分かりました。

小野瀬会計課長 よろしゅうございますでしょうか。

中村アドバイザー 0007のＡＤＲの関係についてお聞きしたいんですけれども，こちらの予算

額，執行額を拝見すると，執行率が比較的低い状況のものが続いているんですけれども，予

算の内訳を見ますと，全体としては情報処理等の業務庁費というものが多いということなん

ですが，これはあともう一つ申し上げると事業者という欄がございまして，ここも数がちょ

っと少ないという感じなんですけれども，この傾向からすると，25年の要求においては，少

し予算を減らされるというようなことをお考えなんでしょうか。

小野瀬会計課長 いかがでしょうか。

司法法制部 ちょっと工夫の余地はあろうかと思うんですが，直ちに有効な対処方策があるか

というと，すぐには思い付かないのですが。

中村アドバイザー 執行額が少ないというのは，使われている金額が少ないということではな

いんでしょうか。

司法法制部 基本的にはそうでございます。

小野瀬会計課長 諸々のそういう状況も含めて今後検討ということかと思いますが。ほかはい

かがでございましょうか。

伊藤アドバイザー 0011番で，ページは63ページのＣ，島根あさひソーシャルサポートから不

動産を２つ購入しているうちの１つですが，13億2,400万で購入されていますが，この土地

の路線価といいますか，あるいは固定資産税評価額，これは大体幾らぐらい，坪当たり幾ら

ぐらいなんでしょうか。

施設課 施設課でございます。ここの不動産購入費用は，平たく考えていただきますと，建物

代だとお考えいただければと思います。土地につきましては，既に島根県から国が購入しま

して，そこに島根あさひソーシャルサポートが建物を建設して，それから一定期間，国に引

き渡すまでの期間の維持管理に関する費用，通常の維持管理に関する費用プラス建物の建築

に関する費用，これを分割して支払っていくという形でございます。

ちなみにその建設の費用といいますのは，どのくらいになるかでございますけれども，建

設そのものに掛かるものと，維持管理に掛かるものがございますので，これを全て併せまし

て，平成18年10月20日から，平成38年３月30日まで20年間にわたって支払うことになってお

りまして，総額で231億7,000万円を支払うということで，それを分割して支払っていくとい
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う形でございます。ちなみに土地でございますけれども，土地はこれは島根県が工業団地を

誘致しようとして持っていた土地を国の方に渡したという形で，路線価等が明確に定まって

おりませんで，民間の精通者，不動産鑑定士の鑑定を経まして購入しておりますけれども，

その際の坪単価は１万3,665円でございまして，この土地の面積が32万4,219.42㎡ございま

すので，土地代として13億4,266万6,000円既に支払っておると，そういうような関係でござ

います。

伊藤アドバイザー 0013番のレビューシートで24年度の記入がないと思いますが。

施設課 これは正に記入の仕方の問題でございまして，0013番は平成21年度補正予算の関係だ

けを記入しておりますので，24年度分の予算がございません。一方，平成23年度の復興特会

の関係は，事業番号の0014の方に挙げてございますので，0014の方で24年度分の予算の関係

も記載しておるということで御理解いただければと思います。

伊藤アドバイザー 分かりました。

小野瀬会計課長 それではよろしければ次のセクションに移ってよろしゅうございますでしょ

うか。

そうしましたら，続きまして事業番号の0015から0029まででございます。レビューシート

でいいますと，81ページから156ページの民事局の関係の事業につきまして，御質問，御意

見ございましたらよろしくお願いします。

伊藤アドバイザー 0016番ですが，予算現額が例えば平成23年度の予算額，あるいは執行額が

２億6,800万が，24年度の予算ですと，10億8,600万になっています。３倍ぐらいになってい

ますが，どういう理由で予算額が３倍になるのでしょうか。

民事局 民事局でございます。この24年度の増額の理由でございますけれども，震災により被

災地の４つの市町で戸籍が流出したということがございまして，そのときに市町の戸籍原本

自体は流出しましたけれども，法務局が持っております戸籍の副本データ，それから届書の

データを元に，戸籍を再製したということがございました。ただ，昨年の震災ではこのよう

に戸籍の再製がうまくいきましたけれども，そもそも被災地の市町と近接した所にある被災

地の法務局が副本を管理しているということ自体が非常に危険なことであろうということが

ございまして，新たな戸籍副本管理システムというものを整備しまして，全国に２箇所のサ

ーバーを持った管理システムを持った所で，全国の市町の戸籍の情報の更新を管理していく

開発を予定しております。これが７億800万ぐらいのもの，規模でございまして，これを除

きますれば平年度並みということになります。

伊藤アドバイザー ほかの予算を見ますと，７億800万支出されるときには，どういう入札を

して，支出をするという説明をしていると思うんですけれども，ここには全くそういう記載

がないというのは何か違うんでしょうか。支出の要件というと。

小野瀬会計課長 それは事前審査とか，定例会合の件でございますか。そういう手続はもちろ

んありますが，この資料の作りの問題としまして，御指摘のとおり，レギュラーの予算が例

えば急に大きくなっているというのであれば，それがなぜなのかという説明がないと，この

レビューシートを見ただけでは分からないと，こういう御指摘と受け止めますれば，この資

料の作り方につきましては，会計課としても少し検討させていただきたいと思います。確か

にこのシートを見てもよく分からないとおっしゃられたのはそのとおりでございますので，

その点は少し分かりやすいような作りを会計課としても考えていきたいと思っております。
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ほかはいかがでございましょうか。では，瀬戸アドバイザーお願いします。

瀬戸アドバイザー 0019番なんですが，登記所の地図整備推進ですが，このコストは適正なの

かということがよく読み取れなかったのですが，一般競争入札を実施しても不落随契となっ

ておるようなんですが，一般競争入札で落札した案件でも落札率99.5％と高い率で受託して

いるようなんですが，受託している所がほとんど社団法人ということなので，何か競争原理

が働いていないようにこのシートから見て感じるんですが，その辺はいかがなんでしょうか。

そもそもできるんでしょうか。競争入札で。

民事局 登記所備付地図作成作業に係る調達も全て一般競争入札によって行われているものの，

御指摘のとおり，不落による随意契約に結果的になる案件も相当数ございます。この登記所

備付地図作成作業の中心は，土地と土地の境界，筆界を調査・測量する業務が中心となって

おりまして，その作業の性質上，応札者の条件で土地家屋調査士の資格を有していることが

不可欠でございます。そのため，入札に多数の者が参加する案件は，必ずしも多くないこと

がこういった随意契約につながっていくのかなと思いますが，ただ，予定価格の算出に当た

りましては，例えば作業員単価につきましては国交省が公表しています技術者単価，あるい

は物価本に掲載されております単価を参考にするなどしておりますし，工数につきましても

実際の作業において必要となる最低限の工数となるように，効率的な執行に留意しつつ，他

局の調達状況を勘案して算出した上で入札を行っているところでございます。

近年は土地家屋調査士法人や，複数の個人の土地家屋調査士と共同して，積極的に入札す

る傾向が見えておりますので，そういった競争性というのが実質的に生まれつつあるという

こともございますので，コストは決して高止まりしているとか，そういった状況にはないの

ではないかと考えているところでございます。

瀬戸アドバイザー 例えば，群馬県で事例がありますけれども，この場合，入札参加できる組

織というのはどのくらいあるんでしょうか。各自治体で。

民事局 登記所備付地図作成作業はある程度の面積的な広がりがございますので，作業遂行能

力という面からして，土地家屋調査士の資格を持った上で，一定人数以上の従業員といいま

すか，実働部隊が確保できるということを入札条件にしておりますので，そういった意味で

入札参加できる組織が十何社もあるとか，そういうわけではございませんで，ここに記載の

ある群馬県の公共嘱託登記土地家屋調査士協会のほかには，先ほど申し上げました共同で事

務所を設立している土地家屋調査士が数社あるかどうかというぐらいの状況であろうと思い

ます。御指摘のとおり，必ずしもそれほど多いものとは思っておりません。

瀬戸アドバイザー 何とも言えないんですが，競争が成立しないところに一般競争入札をして

も意味がないように思いますし，もし新規の参加できる組織があるんだったら，そういう組

織を育成するような方針ではないと，一般競争入札も成立しないのではないかなと思います。

小野瀬会計課長 ほかはいかがでございましょうか。伊藤アドバイザーお願いします。

伊藤アドバイザー 同じ0019番ですが，これは８年計画で予定されているということで，ただ

執行率は23年度だと90％，10％ぐらい余っている話ですが，ただ成果実績は23年度で32％と

なっている。８年という割り算をしますと，１年平均12.5％という感じですが，執行率がこ

れだけ余っており，かつ，達成度が高い中，どうして予算を24年度に増やさなければいけな

いのか説明願えますか。

民事局 23年度の補正で減額している１億3,300万，これは入札開差でございます。これと比
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べて24年度の予算額が増えているという主な理由でございますが，地図作成作業の毎年の計

画，８箇年計画に基づいてやっておりますけれども，その毎年の作業実施面積というのが，

必ずしも同一ではございません。24年度の作成作業面積がこれは増加しているためでござい

ます。もちろん，23年度補正によって減額した部分につきましては，24年度以降の概算要求

については考慮させていただくということでございます。

この面積の増加につきましては，当初からの計画のものでございまして，８箇年計画を前

倒しするとか，そういったものではございません。面積が増加したということでございます。

小野瀬会計課長 よろしゅうございますでしょうか。ほか，民事局の案件はいかがでございま

しょうか。

瀬戸アドバイザー 0024番の電子認証システムの維持管理ですが，22年度までに比べて23年度

の予算額，７割ぐらいになっているんです。このコストというのは実際の認証業務の件数等

に比べて，適正なコストなのかなというところがちょっと疑問なんですが，例えば２億9,00

0万の維持管理費というのは，実際発行されている証明書等を考慮すると，適正なコストな

んでしょうか。

民事局 これは実際のシステムの運用管理に必要な物品の購入，あるいはその運用管理の委託

に相当するものでございますので，ランニングコストとしてはこの電子認証システムを稼働

している以上は，必要な合理的な額なのではないかと考えております。

瀬戸アドバイザー 競争入札やって入札者が１社で，落札率が99.9％というのにもちょっと引

っ掛かるのですが，適切なコストなのかというところで業者が決めたコストにそのままなっ

てしまっているようにも見えるのですけれども。言い値で決まってしまっているような，そ

ういう数字に見えるのですが。

民事局 これは先ほどの地図の件でも申し上げたとおり，複数の社から見積りを取った上で，

予定価格というのを合理的に算出して決めておりますので，必ずしも言い値どおりというよ

うな評価は当たらないのではないかと考えております。

瀬戸アドバイザー 落札率は高いですよね。99.9％とか99.8％とか。大体業者から見積価格を

取ると，若干高くて，実際の落札価格というのはもっと８掛けくらいになるのが一般的な現

象なんですが，100％に近いというのは何かちょっと引っ掛かるものがあるんですよね。

小野瀬会計課長 システムの問題はいつも御指摘を受ける所でございますけれども，特にこの

システムに関係して，補足的な説明ございますでしょうか。

瀬戸アドバイザー 競争が働くような形で，是非入札を行っていただきたいと思います。

小野瀬会計課長 分かりました。

伊藤アドバイザー 0029番ですが，２つあります。１つは，23年度のこの予算を見ますと，繰

越等が10億円ありますが，この10億円の内容とこれは将来いつ予算化，消化されるのかとい

うのが１つ，もう１つは，成果実績で，７万5,900戸の処理をした後，残りが５万7,000戸と

なり，要するに残数量は減っているが，予算額は執行額12億2,700万が24年度の予算額では1

7億6,100万に増えていますが，処理すべき戸数が減っているのに予算が増加する理由を説明

願えますか。

民事局 23年度の繰越に記載しております10億円分でございますが，これは瓦礫の撤去が遅れ

たり，降雪等の悪天候の影響などにより，調査を終えることができなかった約５万7,000戸

の倒壊建物滅失調査作業に係る経費，その部分，これが５億7,000万と，地震による津波地
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殻変動によって不明となった土地の境界の復元作業，これも含まれておりまして，これが４

億3,000万円ということで，トータルで10億円ということでございますが，いずれの作業も

現在，仙台，福島，盛岡において実施されておりますので，この10億円の繰越金額は本年度

中には全て支出される見込みでございます。残った倒壊建物，５万7,000戸なのに金額が増

えているという御指摘でございますが，これもレビューシートから分かりにくいということ

はございますけれども，先ほど申し上げましたとおり，土地の境界の復元作業というのが含

まれている関係で金額が増加しているということでございます。

伊藤アドバイザー その場合，23年度の10億円を24年度に繰り越して黒で書かれるのでは，こ

のレビューシートの作り方からいうと。24年度17億6,100万円と繰越の10億を加えて合計と

するのではないか，今のお話を聞いていると。

小野瀬会計課長 そこはレビューシートの書き方の問題で，繰越の記載が必ずしも統一されて

いない所があるかもしれません。そこは誤解を招く可能性もありますので，そこはこちらの

方で記載の仕方をもう一回見直しさせていただきたいと思います。申し訳ございません。

民事局 補足して説明させていただきますが，23年度の繰越額の10億円と24年度の17億6,100

万円，これは作業の対象としては別でございます。17億6,100万円に関しましては，今回の

東日本大震災の復興特別会計で認められた土地の境界復元でありますとか，地図情報システ

ムの機能開発でありますとか，被災者向けのフリーダイヤルの設置とか，そういった諸々の

費用が含まれた形でございますが，この23年度の繰越10億円というのは先に説明した内容で

あり，別ということでございます。

伊藤アドバイザー それは24年度に予算化しない，支出する計画はないのですか。

民事局 繰越分の10億円につきましては，24年度中に執行するということでございます。

小野瀬会計課長 いかがでしょうか。よろしいでしょうか。

そうしましたら続きまして，事業番号0030番から0037番が刑事局分，それから時間の関係

で併せて事業番号0038番から0047番までの矯正局の分，刑事局分と矯正局分について併せて

御質問，御意見を頂ればと思います。

伊藤アドバイザー 0040番ですが，4やはり同じように平成23年度の繰越というのが10億5,000

万ありますが，この内容と，いつどのようなことで使用されるのかというのを教えていただ

けますか。

矯正局 矯正局でございます。この10億5,000万というのは，実は本年２月の第４次補正予算

で頂戴しました東京拘置所の総合警備システムの更新に必要な経費等ということでございま

して，時期が２月でございまして，昨年度中に入札等の手順が間に合わないということで，

本年度に入ってから入札等をさせていただいておりまして，本年度中には執行できる予定で

ございます。

ちなみに，この10億5,000万でございますが，入札等をした結果，８億ちょっとで落札等

しておりますので，若干の不用額は出るかと思います。

小野瀬会計課長 ほかはいかがでございましょうか。

瀬戸アドバイザー 一般論なんですが，0030番でも結構ですが，成果目標及び成果実績の所で，

定量的に示すことは困難であるから，成果目標が示されていないのがこの資料に多く見受け

られるんですが，目標がない事業なんてあり得ないと思っているんですね。中には数値とか

金額では表せないものがありますけれども，何らかの形で定性的にでも表すべきではないか
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なと思うんですが，それによって事業が適切に達成されたのかどうか評価する。これだけだ

と，何のためにどういう目的でどこまでやるのか，どの辺ぐらい達成されたのか評価できな

いんです。この資料を書いていただくときに，そういう定量的に書けという指示を与えてし

まっているのか，ちょっとその辺の書き方についてお聞かせ願いたいんですが。

小野瀬会計課長 飽くまでもここに記載するのはもう数値でありまして，書くのであれば数値

目標を書いてくださいということでお願いしているということであります。ですから，でき

る限り各原局におかれましては，数値でお願いしたいということで考えていただいておると

ころではございます。

瀬戸アドバイザー でも，例えば半分以上の所は数値で表すことは困難だと書いてあるわけで

すね。ですからこの事業レビューシートというのは何のために書いているのか。目標なく事

業をやっているとしか外部から見ると思えないんですね。書かせられる方も大変だから，定

量的に書けない。それは事実。でも成果目標に対しては，いろいろな形で目標設定できると

思うんですが。外部から見ると何を目標に仕事をやっているのか見えないんですね。ただ，

金額，予算を適正に九十何％執行する。それだけしか見えないんですね。

小野瀬会計課長 そこは一般的な問題でございますので，様々なそれぞれの事業の特性，特質

に応じて，考えなければいけない部分はあろうかと思いますが，少し御指摘も踏まえまして，

会計課の方でもその辺りは整理をしたいと思います。

あとはいかがでございましょうか。刑事局関係と矯正局関係。よろしゅうございますでし

ょうか。

では，そうしましたら続きまして，事業番号0048番から0057番，これが保護局の関係でご

ざいます。それからこれも併せまして，58番から62番，これが人権擁護局関係でございます。

こちらの保護局と，それから人権擁護局の関係につきまして，併せて御意見，御質問等あり

ましたらよろしくお願いします。

伊藤アドバイザー 0050番ですが，これも執行率と予算の関係ですが，執行率を拝見すると，

90％，88.5％，92％という90％前後なのに，予算額がやはり23年度の執行額95億円に比較し

て101億円と増加しているのですが，どうして過去の執行額を上回る予算化をする必要があ

るのでしょうかということと，それから24年度の当初予算の内訳が一番下に書いております

が，この中のどの項目が幾ら増えているのでしょうかということについて説明願えますか。

保護局 保護局でございます。初めに23年度の執行額と比して，24年度の予算額が大きいので

はないかということでございますけれども，この予算額と執行額の開差が大きいのは，費目

で見ますと，更生保護委託費と保護司実費弁償金でございます。更生保護委託費につきまし

ては，開差が３億2,300万，保護司実費弁償金につきましては，開差が３億6,500万となって

おります。この更生保護委託費につきましては，住居，適当な帰住先がない者を委託すると

いうことで，この委託件数に応じて開差が生じるということになります。実費弁償金の方も，

ここの実費弁償金はほとんど補導費という，事件を担当したときの経費でございますので，

保護観察の事件数が活動実績が反映されて，この開差が生じているということでございます。

毎年，事件数の動向を推測して，予算に反映するということをしておるんですけれども，本

年度におきましては更生保護委託費については，この辺りの執行額との関係で見直しまして，

１億7,400万円の減，保護司実費弁償金の委託費の方につきましては，１億7,000万円の減と

したところでございます。いずれも事件数の動向に左右される経費でありますので，年度途



- -13

中で経費が不足するということを避けるために，このような状況になっているということで

ございます。

もう１点の増えているのはどういうところかということでございますが，一点は費目とし

ては更生保護委託費の関係になりますけれども，24年度から薬物依存症リハビリ施設を活用

して，薬物依存者の委託をするという事業を始めておりまして，これについて5,300万円の

予算を計上しております。

それからもう１点は，これも同じ保護司実費弁償金になりますけれども，こちら更生保護

サポートセンターといいます保護司活動，更生保護活動の拠点を，本年度100増設すること

になりまして，これに伴って３億900万増額していただいているという状況でございます。

小野瀬会計課長 いかがでございましょうか。特に保護と人権の関係はよろしゅうございます

か。

そうしましたら続きまして，次は事業番号が0063番から0071番，入国管理局の関係につき

まして，御質問，御意見等お願いしたいと思います。

伊藤アドバイザー 0065番ですが，不法残留者数が年度ごとに減ってきています。それで執行

率も同じように，90％を下回る程度に来ているんですが，24年度の予算が前年のやはり執行

額を上回っている，３億程度上回っているんです。これはどうしてそういう状況なのに予算

を増額する必要があるのでしょうか。

入国管理局 入国管理局でございます。不法残留者数の削減，これは政府全体として特に入管，

それから警察などとも協力をして推進をしてきた正に事業が功を奏して，不法残留者が着実

に減ってきたということでございまして，それで仕事自体が減っているかというと，決して

そういうことでもございません。今，御下問の24年度予算の増額の要因としましては，これ

は今年度24年度に特化してと言いますか，特有の事情でございますが，関西空港のＬＣＣ専

用ターミナル，低価格の航空会社の飛行機専用のターミナルビルが今年の10月から供用開始

になるということで，そこに新しく事務所を設けますので，そのための備品の購入費，ある

いは庁舎維持費などの予算，１億2,200万円が新たに必要となったものでございます。

今，アドバイザー御指摘の，執行率が減っているのにというところでございますが，もち

ろん先ほど来の御指摘にもありましたように，予算が付いたからそれを目一杯執行しようと

いう気持ちはございませんで，正に本当に必要な経費を精査した上で予算要求し，予算措置

されておりますが，更に執行の過程におきましては，入札の開差，あるいは契約内容の見直

し，経費節減の取組などの結果によりまして，できるだけ使うお金を減らしているというこ

とでございます。

ただ，未執行額のうち，翌年度以降にもそうした状況が継続するというものにつきまして

は，それ以後の予算要求に適切に反映させるべきものだと考えてございますが，決算は年度

終了後に確定するものでございますので，傾向として減少傾向ということがありましたら，

できるだけ早く可能な年度の予算に反映するということになろうかと思いますが，目先ちょ

っと１年ラグがあるということにはなろうかと思います。

小野瀬会計課長 よろしゅうございますでしょうか。

瀬戸アドバイザー 共通の質問ですが，0066番，0067番，0068番に関してですが，先ほど申し

ました成果目標についての記述の部分について，例えば0066番，373ページには，市場化テ

スト導入により，コスト面において年間6,500万の経費削減したと書いてありますし，あと
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は0067番の所の378ページには，運用経費について可能なものは仕様を見直すなどして予算

削減に努めると書いてあります。それから0068番の383ページには，費用対効果の検証を行

い，と書いてあります。これを見ると予算効果というのが一つの目標になっているようなの

で，ここには定量的な成果目標というのは十分書けるのではないかと思うんですが。

入国管理局 入国管理局の考えですが，お話のように，例えば窓口，市場化テスト，事業番号

0066番になりますけれども，窓口を市場化テストによって民活し，費用を下げるということ

もさることながら，きちんとした行政サービスを提供するということを目標にしてございま

す。あえて目標を設定するとしますと，例えば委託業者によるその事業展開によって，行政

サービスのユーザーであります申請者等がどのくらい満足度を得たかということなどにつき

ましては，利用者アンケートなど，これは市場化のテストの枠組みの中でも行うものでござ

いますけれども，それを行ってどれだけ満足を得られたか，あるいは正に間違った仕事をし

てはいけませんので，ちょっと後ろ向きではありますけれども，過誤の取扱いがなかったか

どうかなど，あるいは待ち時間がどれだけであったかなどという数値を設定することが可能

かと思います。ただ，それを全部押しなべて，言わば適正に処理をするということが大目的

になっておりますので，その意味で定量化は難しいということを申し上げてしまったもので

す。

それから0068番につきましても，これも定量化ということになりますと，なぜバイオメト

リクス審査をしているかということになりますと，正に外国人テロリストを１人たりとも入

れないということが目標でございまして，あえて定量化をするということになりますと，１

件たりとも外国人テロリストによるテロ行為がなかったか，ないようにするということが目

標になりまして，それが１件もありませんでしたらば，目標達成率100％ということが毎年

続くというのが本当ではあるのかと思いますが，若干，そういうことを目標に掲げていいの

かどうかというところで悩んだ部分もありましたので，先ほど会計課長からここの書き方に

ついてちょっと検討するということをお話しありましたので，私たちも今のような実態を踏

まえて，どのような表し方，目標の設定の仕方をするかということにつきましては，考えて

いきたいと思います。

瀬戸アドバイザー 検討いただけるということなので，次回に期待しております。この事業レ

ビューですね，各事業部署がどのような目標に基づいてこの事業を達成しているのかという

ことが我々非常に興味がありますので，その辺のところを書けない数字かもしれませんけれ

ども，客観的な評価ができるような定量的な数値を入れていただくと非常に有り難いと思い

ます。

小野瀬会計課長 ほか，入管関係はいかがでございましょうか。

瀬戸アドバイザー 0069番ですが，22年度と23年度で予算規模が増えている，21年度，22年度，

予算が全て100％執行されていないにもかかわらず，22年度から23年度，24年度が増えてい

る。この理由をお聞かせ願いたいんですが。

入国管理局 23年以降の予算額の増加につきましては，正に今年の７月，平成24年７月に新し

い在留管理システムを開始したことに伴いまして，在留カード等発行システム，あるいは電

子届出システムなど，全く新しいシステムの開発・導入経費が必要であったこと，それに加

えまして，新システムの導入に当たりまして，既存システムの改修が必要であったことなど，

24年，あるいはその準備段階としての23年に特有の必要性があったというものでございます。
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瀬戸アドバイザー これはどちらかというと，在留カードに関する費用の支出が20億増えたと

いう理解でよろしいんでしょうか。

入国管理局 その中，細かく分かれますが，在留カード等発行システムの導入用に掛かります

経費で，５億3,000万円，それから電子届出システムの導入用に掛かる経費で，１億3,000万

円及び先ほどのそれに伴っての既存のシステムの改修という部分で，６億7,600万円の増な

ど，それぞれこの新制度の導入に伴いまして必要となったものでございます。

小野瀬会計課長 ほか，入管関係でいかがでございましょうか。

伊藤アドバイザー 0067番ですが，ここに年間収容人員というのが推移が21年度から23年度が

あって，それも減少している。21年度の半分ぐらいになっていますが，ただ当期の活動見込

みというのが下の欄にあります。54万4,000人なのかもしれませんが，それも前年度より減

っている予測をしている。12％減少を見込んでいるんですが，そういう状況なのにもかかわ

らず，予算金額は23年度の執行額から24年度の予算額で約22％増額しているのですが，これ

も何か特殊な理由があるのでしょうか。

入国管理局 収容人員の減少につきましては，冒頭申し上げました不法残留者の減に伴うもの

でございます。ただ，こうしました不法滞在者の収容施設につきましては，最低限施設とし

て維持するために必要な経費というのがございます。そこで24年度予算のこれまた若干，特

殊事情でございますけれども，入国者収容所，全国に３箇所あるのですが，それぞれ平成５

年から８年にかけまして現庁舎を作っていただいておりまして，設備の経年劣化，あるいは

老朽化が進んでいることから，空調機器の交換・整備などが必要となっております。このた

めに，24年度予算におきまして庁舎設備のオーバーホールに係る経費，8,500万をお認めい

ただいたところでございます。今，最低限施設を維持するために必要な経費と申しましたが，

もちろんその収容者が減ったことによって削減できる部分，例えばブロック一つ丸々使わな

くなったことによって，その部分に係る空調ですとか，あるいはガードマンなど，その部分

に配置しなくていいというような，細切れにして節約できるものにつきましては，今後も適

切に節減をしていきたいと考えておりますが，24年度の事情につきましては今御報告をした

とおりです。

伊藤アドバイザー 私が今質問しているのは，ほとんど10億円以上の予算規模のものについて

ですが，0065番と0067番，両方ともやはり90％を下回る執行率になっている。他の事業，も

ちろん内容によって違うだろうと思いますが，他の事業がこれだけ継続的に100％近くでは

なくて，10％以上下回っているというのは少ないと思うんですね。そういう面では安全を見

られているのかもしれないんですけれども，安全を見すぎなのではないでしょうかと思うの

ですが，いかがでしょうか。

何をもって見すぎかということですが，今も御報告しましたように，建物ががらがらと倒れ

てはいけませんので，それは維持しつつ，中を見て部分部分で節減できる所につきましては，

節減をしていくということで臨んでおりますので，御指摘を承りまして，更に検討はしてい

きたいと思います。

中村アドバイザー 0070番ですが，出入国に関しまして，東日本大震災の際に緊急で海外に出

た方がいっぱいいたということで，それに対応したというところは分かるのですが，ここに

書いてあることによりますと，今後もこういうこともあるので予算を付けるというようなこ

とと理解をしたのですが，おおむねどういう内容であるのかということと，震災そのものは
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今後も可能性はあるわけで，それで大量に外国人が出ていくという事態がそれほど想定され

るのかというところもありますので，その辺の考えをお聞かせいただければと思います。

入国管理局 実は昨年の震災の後に，私ども本当に初めての経験をしまして，ある国の大使館

がその国の方々に声をかけて，大規模空港ではなくて，地方の空港に向かってバスを複数台

仕立てて，その国の人たちをその地方空港から大量に短時間，短日数で出したということが

ございました。具体的には新潟，それから富山，その辺りの日本海側でございましたけれど

も，そのときに私どもはそこに人が集結をするということで，人員はたくさん応援をその新

潟空港に派遣をしたのですけれども，何分，小さな空港でございますので，人はいても機材

がないということで，縦に長く列が並んだと。しかもその数百名という人たちが集結をした

ものでしたので，一時騒然となりましたといいますか，パニック状態になったことを経験を

しましたことから，もちろんこういうことがなければそれに越したことはないのですけれど

も，今の新潟の例を御紹介しましたが，地方の空港を抱える出張所，いずれも各県に一つぐ

らいずつしかございませんで，なかなか出張所どうし，モバイルな携帯を持って派遣をする

ということが難しい，しかも短時間で行わなければいけないという事情がございましたので，

そうした経験を教訓にしまして，この携帯型端末を常備しておいて，どこでも応援に赴く職

員がそれを携えていって，そこで窓口を横にたくさん広げるということが可能になるように

したものでございます。

中村アドバイザー 端末の方は分かるんですけれども，自動車等に結構予算が組み込まれてい

るようなんですが。

入国管理局 今，お話し申し上げましたのは，空港に赴く職員のものですが，車両を必要とし

ておりますのは，今度は出入国ではなくて在留をしている外国人の方々の手続用に，いかな

る被災地にでも赴いて，そこにいわばプチ事務所を開設できるようにするもので，その必要

性を御理解いただいたものでございます。

中村アドバイザー 余りそういう事態に備えて，自動車まで用意しておく必要があるのかとい

うのを検討いただければと思います。

小野瀬会計課長 入管関係はいかがでございましょうか。よろしゅうございますか。

そうしましたら，次のセクションに行く前に，ちょっと戻って恐縮でございますが，先ほ

ど中村アドバイザーの方から，事業番号0007番，レビューシートの36ページ，ＡＤＲの関係

で御質問ございましたけれども，ちょっと回答の補足がございますので，司法法制部の方か

らお願いします。

司法法制部 司法法制部でございます。先ほど十分な御説明できなくて申し訳ありませんでし

た。ＡＤＲの予算規模の算出については，ＡＤＲ側からの認証申請件数の見込みを基に積算

をして予算を頂いているところでございますが，ちょうどこの時期，ＡＤＲ側もＡＤＲの活

用等々というのは広く訴えているところでございまして，その見込みがなかなか難しく，ど

うしても前年度ベースを前提に要求をするというところでございました。ただ，現在，ＡＤ

Ｒ側からの認証申請件数というのは年々減少してきております。したがいまして，25年度の

予算につきましては，この申請件数そのものが減少してきているということを前提とした予

算要求をする予定でございます。

小野瀬会計課長 ありがとうございました。

それでは，続きまして最後のセクションでございますけれども，事業番号が0072番から00
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75番，これが法務総合研究所でございます。それから併せまして，0076番から0078番まで，

こちらが公安調査庁関係，そして24年度の新規事業でございます24の0001，それから24の00

02，以上，この最後のパートにつきまして，御質問，御意見等ございましたらよろしくお願

いしたいと思います。

瀬戸アドバイザー 大した話ではないんですが，0072番で開発途上国の方を呼んでいろいろ研

修を行ったと，あるいは派遣して行うということなんですが，そこで成果目標の所に研修生

の満足度と書いてあるんですが，これは過去の実績でどのような数値が出ているのかお聞か

せ願いたい。参考にですね。

今までなかなか皆さん成果実績，目標を書いていただけないんですが，こういうふうにな

かなか難しい所を書いていただいているので参考にどんな満足度になったのか。

法務総合研究所 これは基本的にアンケートをとらせていただいて，基準となるのが20年度に

とったアンケートで 「満足」と「おおむね満足」辺りを合わせた数字が99.5％と，これを，

基準としまして，21年度，22年度，23年度とこう評価しておるということでございます。

小野瀬会計課長 よろしゅうございますでしょうか。

そうしましたら，特にほかに御質問，御意見がないようでございましたら，この行政事業

レビューの審議につきましては，この辺りで終了とさせていただきたいと思います。

事務局といたしましては，本日頂きました御助言，御提言を踏まえまして，チーム所見の

案を作りまして，チームリーダーであります副大臣と，アドバイザーの皆様方の御了承を頂

いた上で，最終的に確定させたいと思っております。

－了－


